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Abstract 

The orchestra that requires large-scale organization has difficult reduction of the fixed costs such as personnel expenses to maintain performance power, and it's 

so hard the music that is arts based on tempo expects improvement of productivity. While the financial situation of local governments increasingly more severe, 

bold reform comes to be demanded from management and the administration of the orchestra. 

This study focus on the Gunma Symphony Orchestra as case study, based on the above-mentioned problems consciousness, and has been analyzed by the 

SWOT analysis and interview. As a result, the importance of the request concert is shown by all the aspects of SWOT, increase of income, the attendance, and 

advantage of location. Through the interview, the client also are reluctant for donations, it is likely requests concert is more practical. The request concert can take 

a new idea from the aspect of the enterprise and the organization, however, it is also issue how the request concert can secure own artistry. In addition, it is flexibly 

and efficiently steps, orchestra member’s arrangement and contract of the concert, is required. The mind-set of the orchestra members also might have to change 

【Keywords】: Japanese local Symphony Orchestra, the Gunma Symphony Orchestra, arts administration 地方オーケストラ、群馬交響楽団、依頼演奏会 
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交響曲の成立とともにヨーロッパに誕生したオーケストラは、一

般大衆の支持を受けた当時最も進んだ音楽形態である。明治近代

化の中で、我が国においても積極的に導入され、現在、公益社団

法人 日本オーケストラ連盟に加盟する正会員は 25 団体となった。

大規模編成のオーケストラは、演奏力維持のため人件費などの固

定費削減は難しく、時間芸術として生産性向上も難しい。しかし、

近年の地方公共団体の財政状況の悪化とともに、とりわけ地方に

立地するオーケストラは、自主的に事業を行う法人として、補助

金以外での収入を増加させ、芸術性と市場性をめざした経営改革

が喫緊の課題である。 

本研究では、上記の課題意識に基づき、1）日本のオーケストラ

を取り巻く環境の変化を確認し、2）群馬交響楽団を事例として、

ヒアリング調査とSWOTなどマーケティング手法を用いて現状分

析・考察し、3）今後の地方オーケストラ運営の方向性を検討する。 

第 1章 ヨーロッパにおけるオーケストラの成立と環境 

器楽曲の最も規模の大きな形式といえる「交響曲」（シンフォニ

ー）の成立とともにヨーロッパに誕生したオーケストラは、その

発展とともに表現の幅を広げていった。 

18 世紀後半、フランス革命により、貴族社会が衰退し、近代的

な市民社会へと変遷するなか、オーケストラへの支援の在り方も

少数の貴族の支配から多くの市民のものへと移行し、オーケスト

ラの演奏会は常に観客主導によって展開され、大衆化や娯楽性を

追求する市場原理の流れも進行していくこととなった。 

 

第 2章 日本のオーケストラの環境と課題 

オーケストラの運営において、優秀な楽員の確保、優秀な指揮

者、演奏の質の維持・向上には、資金力が最も重要であるとされ

る。演奏上、必要な楽員数の確保は、レパートリーの維持、拡大

とともに、演奏力の維持、向上と密接に関わる。加えて多彩な依

頼公演への対応が生じることを考えれば、経営が厳しくとも人件

費の削減は難しい。加えて、時間の芸術である音楽は、演奏時間

を短縮して生産性を上げることは難しく、観客の収容数にも限界

がある。そのため、演奏会への住民のニーズはあるが、入場料は

高く設定される。入場料の値上げは購入者の減少との悪循環を生

む。そのため公的な助成を必要とし、助成が削減されると運営危

機に陥る危険性が生じる。 

一方、近年、日本のオーケストラを取り巻く環境は大きく変化
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してきている。少子化の進展による人口減少、高齢化、インター

ネットやスマートフォンに代表される高度情報化の進展に対して、

どのようにサービスを提供していくかが問われている。加えて、

地方公共団体の財政状況が一段と厳しさを増すなかで、オーケス

トラの経営や運営に、大胆な改革が求められるようになった。 

現下の厳しい環境下においても、これまで日本の市民が育てて

きた良質のオーケストラは、本来、その活動を継続していくこと

が望ましい。そのためには、構造的な財政的課題をできる限り克

服しながら、その活動の拡大を通して補助金収入を維持、確保す

る一方で、自主的に事業を行う法人として、補助金以外での収入

を増加させ、芸術性と市場性を両立させたオーケストラ内部の経

営改革を進めてゆくことが課題と考える。 

 

第 3章 群馬交響楽団の概要 

市民意識の形成への取り組み 

群馬交響楽団は 1945 年、アマチュアの市民により「高崎市民オ

ーケストラ」が創設され、1947 年、プロフェッショナル・オーケ

ストラ「群馬交響楽団」（以下、群響）として再出発することとな

った。プロ化した後、初の「移動音楽教室」を実施している。  

この「移動音楽教室」は、地域貢献とプロフェッショナル化し

た群響が生きていくために考え出されたものである。その 3 年後

の 1950 年から自治体の補助金交付を受け、1955 年、映画制作の

資金の一部が市民の募金運動で集められ、市民相互のネットワー

クも生まれた。1961年には、群馬音楽センター建設の構想のもと、

全国唯一の音楽モデル県となり旧文部省から全国初の国庫補助金

が交付されている。 

組織 

群響の組織は、音楽監督 1 名、楽員 66 名、事務局職員 12 名と

理事会で構成されている。理事会は、群馬県知事が歴代理事長を

務め、副理事長 5 名と理事 20 名（副理事長、常務理事を含む）、

監事 2 名、評議員 20 名から構成されている。 

楽員 

2012 年度の楽員数は 66 名であり、平均年齢は 45.3 歳である。

公演では、所属の楽員 66 名にエキストラ約 10 名以上を加えて 80

人以上の体制で演奏することが多い。 

給与、手当 

2000 年から 2008 年にかけて行なわれた公益法人改革に伴い、

2010 年、2011 年度の２年にわたり経営改革を行ったことに起因す

る。楽員の定期昇給の凍結、手当の削減、群響バスの利用による

旅費の削減、賞与の削減とともに、楽員とエキストラのスケジュ

ール管理の徹底と採用抑制により総額を抑制した。人件費減少の

主な理由は、楽員１人当たりの人件費の低下とともに、楽員の採

用抑制の効果が働いている 

主要事業内容 

群響の主要事業内容には、定期演奏会、東毛定期演奏会、東京

公演、巡回演奏会、「県民音楽のひろば」、夏休みファミリーコン

サート、依頼演奏会、移動音楽教室、高校音楽教室がある。 

移動音楽教室・高校音楽教室は、群響の教育・社会貢献活動の

中核となっている。しかし、少子化の影響を受け、近年の入場者

数は低下傾向にある。2013 年度、群響の一般からの依頼公演にお

いて、県別の公演は、群馬県で 19 公演、埼玉県で 1 公演、栃木県

で 1 公演、長野県で 2 公演であり、圧倒的に群馬県内からの依頼

が多い。 

事業活動収入 

群響の年間事業活動収入は、約 7 億円から約 8 億円の間で推移

している。演奏収入は、2006 年の 2 億円から 2012 年の 3 億円へ

と増加している。群響は従来、地方自治体からの公的支援が全収

入に占める割合が大きかったが、近年の事業努力により演奏収入

が増加し自治体支援額に迫ろうとしている。 

 

図 1 群馬交響楽団における 2006～2012 年の収入 （単位：千円） 

〔日本オーケストラ連盟 『日本のプロフェッショナル・オーケストラ年

鑑 2012』に基づき作成〕 

近年の演奏収入増加の大きな原動力なっているのは、依頼公演

収入の増加である（図2）。定期演奏会収入と移動音楽教室収入も、

若干ながら増加している。その他の自主演奏会、特別演奏会の収

入は、年度によって変化はあるが、安定した収入となっている。 
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図 2 群馬交響楽団における 2000～2012 年の演奏収入の推移（単位：千円） 

〔（公財）群馬交響楽団 「提供資料」に基づき作成〕 

 

鑑賞者の状況 

鑑賞者数の増減は一般的に演奏収入に比例し密接に関わる場合

が多い。群響の定期演奏会、特別演奏会、その他自主演奏会の入

場者数の年次推移には、大きな変化はみられない。一方、依頼演

奏会の入場者数が、他の演奏会と比べて多い。年間入場者の合計

は、この依頼演奏会の入場者数の増減に影響を受けている。（図3） 

 

図 3 群馬交響楽団における 2005～2012 年の移動音楽教室、高校音楽教室を

除く演奏会入場者数推移 (単位：人)〔（公財）群馬交響楽団 「提供資料」

に基づき作成〕  

 

定期演奏会の入場者の状況 

2012 年までの定期演奏会入場者数は、長期的にみると変化なく

推移している（図 4）。入場者が最多であったのは 2010 年度であ

り、合計が 13,057 人であった。しかし、賛助会員や招待者を除く

実質的な聴衆といえる定期会員とチケット購入者の割合をみれば、

2010 年度は総入場者数 13,057 人に対して 57％ 7,477 人であり、

2007 年度の総入場者数 12,667 人に対する 62％ 7,796 人が最も高

い比率を示している。 

 

図 4 群馬交響楽団における 1998～2012 年の定期演奏会の入場者数推移 

（単位：人）〔（公財）群馬交響楽団 「提供資料」に基づき作成〕  

 

第 4 章 群馬交響楽団に関する SWOT 分析・分析の活用 

分析方法について 

SWOT 分析は、分析する主体である群響の内部要因を「強み」

と「弱み」に分け、外的要因（政治・法的要因、社会的要因、経

済的要因、人口動態的要因、技術的要因、環境的要因など）を「機

会」と「脅威」に整理し、それらを組み合わせるクロス SWOT 分

析によって、マーケティングの戦略に結びつけていくものである。 

SWOT 分析に必要なデータは、文献調査、群響関係資料、群馬

交響楽団「提供資料」を第一次資料として使用した。一方、質的

データとして、各種統計データによる市民意識及び群響関係者へ

のインタビューを合わせて使用した。 

尚、文頭に「●」で示したものは、群馬交響楽団「提供資料」の

SWOT 分析によるもの。無印の部分は各種統計データによる市民

意識及び群響関係者へのインタビューに基づくものである。 

 

Strength：群響の強み 

2015 年には創立 70 周年を迎える長い歴史と伝統を持つ地方オ

ーケストラであることが第一の強みとして指摘できる。移動音楽

教室などの地域に密着した活動を継続することにより、長期にわ

たる鑑賞者を育成してきたが、近年の少子化問題を内包している。 

また、地道で着実な活動は、群響の財政基盤の安定化にも寄与

し、地域住民からの認知と愛着につながっている。その愛着は、

1986 年群響の補助金が県議会で問題にされ、単年度決算で赤字を

出してはならないという厳しい条件を課された際も、群響を支援

する組織が生まれ困難を乗り越えてきたことにもうかがわれる。
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群響（公財）群馬交響楽団「提供資料」が示している定期演奏会

の入場者数の増加は、実質的な聴衆といえるチケット・定期会員

の割合で変化がなく認められなかったが、維持されている状態で

ある。 

とりわけ近年、依頼演奏会収入は増加傾向にあり、2013 年は演

奏収入の増収により黒字化を果たした。このほか、地方オーケス

トラの活動拠点としてもいわゆる在京オーケストラとは一定の距

離感があり、近隣の自治体に競合するオーケストラが不在である

点が強みとして挙げられる。 

表 1 群馬交響楽団の SWOT 分析 強み 

 

〔（公財）群馬交響楽団「提供資料」SWOT 分析に基づき作成〕 

 

Weakness：群響の弱み 

演奏収入が少ないことや、地元企業からの支援が少なく財務体

質が脆弱であることが弱みとして指摘できる。楽員の高齢化とと

もに、退職金の引当金による財政の圧迫にも対策が迫られている。

加えて、楽員の高齢化は、音楽的にアンサンブル能力を重視する

オーケストラの演奏力への低下が懸念される。自主演奏会の中核

をなす定期演奏会は、群馬県南部に位置する本拠地、高崎市の群

馬音楽センターで開催される定期演奏会と、桐生市と太田市など

群馬県東部の東毛エリアで開催される東毛定期演奏会があるが、

東毛エリアでの入場者数は伸び悩んでおり、新しい観客層の開拓

が必要である。また、事務局職員のうち 4 名は、県や市などの自

治体から派遣であり、専門職員数は 8 名と合わせて 12 名体制であ

る。他の正会員オーケストラと比較しても人員は多くなく事務局

体制が弱いことも考えられる。加えて、市民意識の高まりととも

に組織された群響支援組織も活動低下も懸念される。 

表 2  群馬交響楽団の SWOT 分析 弱み 

 

〔（公財）群馬交響楽団「提供資料」SWOT 分析に基づき作成〕 

Opportunity：群響の機会 

2011 年度の群馬交響楽団「提供資料」において機会として交通

網の整備が掲げられているが、1982 年上越新幹線の開業に伴う高

崎駅への乗り入れや、自動車道の整備として、2011 年北関東自動

車道の全線開通及び 2012 年関越自動車道のスマートインターチ

ェンジが設置されているが、演奏会の入場者（図 3）及び定期演

奏会の入場者数推移（図 4）を見る限り、入館者数に大きな影響

は見られなかった。 

表 3 群馬交響楽団の SWOT 分析 機会 

 

〔（公財）群馬交響楽団「提供資料」SWOT 分析に基づき作成〕 

 

新拠点ホールの建設 

高崎市では高崎パブリックセンター2015 年中に着工し 2018 年

に完成の予定である。敷地内東エリアには、高崎文化芸術センタ

ーが建設され群響の新拠点となる。施設規模は地下１階地上５階

建て延べ 2 万 7000 平方メートル。音楽ホールは 2018 席、小音楽

ホールは 413 席となっている。群響は、桐生市、太田市の東毛エ

リアにおいて東毛定期演奏会を開催しているが、2018 年太田市に

（仮称）新太田市市民会館が完成する。施設規模は地上 4 階、大

ホール客席数 1 階客席（1-2 階）941 席、2 階客席（3 階）276 席、

内部部環境分析

強み（Strength）

●S1 全国に誇れる地域密着活動（移動音楽教室：2010年600万人達成）

●S2 県民に愛されている楽団

●S3 群響は地域の財産・宝と認識されている

●S4 定期演奏会の入場者数の増加

   S5 長い歴史と伝統を持つ地方オーケストラ

   S6 長期にわたる鑑賞者を育成してきた文化活動

   S7 群響支援組織の存在

   S8 依頼演奏会収入の増加傾向

   S9 在京オーケストラとの距離感（近隣の自治体に競合オーケストラの不在）

●は群馬交響楽団「提供資料」のSWOT分析によるもの。

無印は各種統計データによる市民意識及び群響関係者へのインタビューに、基づく。

内部部環境分析

弱み(Weakness)

●W1  演奏収入が少ない

●W2  企業の支援が少ない

●W3  財務体質が脆弱（純資産の減少）

●W4  情報発信力が弱い

●W5  営業力・企画力の不足

●W6  事務局体制が弱い

●W7  新しい観客層の開拓が不十分

●W8  東毛エリアへの浸透不足（東毛地区の定期演奏会入場者数が少ない）

●W9  活動のマンネリ化傾向（移動音楽教室など）

●W10 群馬音楽センターの老朽化（他ホール比較）

   W11 群響支援組織の活動低下

   W12 楽員の高齢化（継続雇用制度による高齢化、演奏力の低下）

●は群馬交響楽団「提供資料」のSWOT分析によるもの。

無印は各種統計データによる市民意識及び群響関係者へのインタビューに、基づく。

外部環境分析

機会(Opportunity)

●O1 新拠点ホールの建設

●O2 北関東自動車道の全線開通（2011年）

●O3 高崎スマートインター完成（2012年）

●O4 北陸新幹線の開通（2014年）

●O5 文化庁による新たな支援制度創設の可能性

●O6 群馬県文化振興条例の制定（2011年）

●O7 公益法人への移行（2013年）（ブランド化、税制上の優遇措置）

   O8 劇場法の制定〔2012年）

   O9 地方創生に向けた取り組み(2014年）地域との連携

  O10 高齢化の進展（時間と家計に余裕のある高齢者人口の増加）

●は群馬交響楽団「提供資料」のSWOT分析によるもの。

無印は各種統計データによる市民意識及び群響関係者へのインタビューに、基づく。
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3 階客席（4 階）284 席、計 1501 席となっている。 

 

群馬県文化振興条例、群馬県文化振興指針 

2011年に制定された群馬県文化振興条例の群馬県文化振興指針

の方向性として①自主性、創造性及び多様性の尊重、②県民が等

しく文化を鑑賞・創造等できる環境の整備、③県民の文化活動の

支援体制の充実、④文化の継承及び発展を担う人材の育成、⑤文

化資産の保存及び活用、⑥情報の発信及び文化交流の促進、とい

う 6 つの基本目標が掲げられている。②の「県民が等しく文化を

鑑賞・創造等できる環境の整備」では、県民アンケート調査結果

から重点的に取り組むべき施策として「群馬交響楽団や上毛かる

たなどの群馬県特有の文化の振興」が基本的な施策の主な方向と

して取り上げられている。 

 

劇場、音楽堂の活性化に関する法律 

2012 年には、「劇場、音楽堂の活性化に関する法律」（劇場法 2012

年 6 月施行）が導入され、これに合わせて国文化庁では予算を増

額している。 

2013 年には劇場，音楽堂等の事業の活性化のための取組に関す

る指針が告示された。指針の概要としては、質の高い事業と普及

啓発の実施が求められ、劇場、音楽堂の設置目的と運営方針をふ

まえ事業を実施していくことと、児童生徒等に質の高い実演芸術

に触れる機会の提供に努めることとしている。実演芸術団体等は

事業実施するに当たり相互に連携を取りながら積極的に協力する

ことが求められている。 

 

人口動態、高齢化の進展 

群馬県の人口動態を見ると 2010 年国勢調査によると群馬県の

総人口は約 200 万人であり、そのうち 65 歳以上の高齢者は約 47

万人、総人口に占める割合は 23.6％であり、過去最高となってお

り高齢化が進展している。 

群馬県の 2010 年 年齢５歳階級別人口の割合でみると、最も多

いのは 60～64 歳の 16 万 4074 人、8.2％となっている。 

以下、35～39 歳が 15 万 672 人 7.5％、55～59 歳が 14 万 2590

人 7.1%、40～44 歳が 13 万 4,130 人 6.7％、65～69 歳が 13 万 0494

人 6.5％の順となっている。 

 

図 5 2010 年群馬県の年齢５歳階級別人口（単位：人） 

〔国勢調査結果、「群馬県年齢別人口調査」（2010）に基づき作成〕 

 

Threat：群響の脅威 

表 4  群馬交響楽団の SWOT 分析 脅威 

 

〔（公財）群馬交響楽団「提供資料」SWOT 分析に基づき作成〕 

 

助成金 

群響は、収入の約 6 割を国や県からの補助金が占めている。国・

文化庁からの助成金や、県市町村などの自治体からの助成金と補

助の割合が占める割合が多く、財政基盤の健全化には自主財源の

拡大が課題である。税制的に優遇措置を受ける公益財団法人とし

て存続させるためにも純資産の確保は重要である。 

人口動態、少子化の進展 

移動音楽教室を県内で展開している群響にとって少子化の問題

は脅威となりうる。 

図 6 は、群馬県の出生数と合計特殊出生率を示したものである。

群馬県においても 1971年から1974年の第二次ベビーブームの後、

未婚化・晩婚化の進展等によって、出生数の減少が続いており、

2012 年の合計特殊出生率は群馬県 1.41（全国平均 1.39）となって

いる。加えて、群馬県の人口構造にも変化があり、人口は 1947 年

0～14 歳人口は 54 万人であったが、2010 年統計では 27 万人へと

半減している。少子化の進展は、今後さらに減少幅を広げていく

外部環境分析

脅威(Threat)

●T1 国庫補助金の削減

●T2 少子化の進展（移動音楽教室の鑑賞者の減少傾向）

●T3 公益法人への移行（純資産300万円を2年連続で下回ると解散）

●T4 新型インフルエンザ、口蹄疫発生の可能性

●T5 文化に対する認識不足

●T6 音楽鑑賞教室の全国展開（子供のための優れた舞台芸術体験事業）

   T7  地方自治体助成金の削減

   T8  ICT技術のの進展（インターネット、スマートフォンなど）

●は群馬交響楽団「提供資料」のSWOT分析によるもの。

無印は各種統計データによる市民意識及び群響関係者へのインタビューに、基づく。
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と見込まれている。 

 

図 6  群馬県の出生数と合計特殊出生率の推移 

〔国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」、「都道府県別将来推

計人口」、厚生労働省「人口動態統計」、「都道府県別生命表」に基づき作成〕 

6.5.3  ICT 技術の進展 

コンピューター、携帯電話、多機能電話（スマートフォン）

等で利用できるインターネットによる情報通信は、1990 年代以

降飛躍的に発達し、その利用者は増加している 

現在、インターネットは、社会生活に不可欠なものとなって

いるが、音楽産業においてもインターネットを介した音楽配信

は事業として欠かすことの出来ないものになりつつある。21 世

紀を迎えた現在、劇場に足を運ばなくても、望めばたやすく大

量に良質の音楽が手に入るようになり、聴衆側が圧倒的な情報

量を有する状況となっている。 

このデジタルな音楽環境の進展が、ライブであるオーケスト

ラ演奏会にどのような影響を与えるのかは、研究者の間でも意

見が分かれているが、グレフ（2007）によれば、ネットで体験

した人々がライブに参加する可能性（p.176-177）が示されてい

る。オーケストラ鑑賞は時間消費型活動であることを考えれば、

鑑賞機会が競合することから、一般的に、脅威ととらえられて

いる。 

クロス SWOT分析 

群響を取り巻く環境の外部環境分析と内部環境分析の強みと弱

み、各要因を組み合わせてクロス分析を行う。 

 

強み：機会 積極的攻勢 

クラシックのファンの拡大が、主な収入源となることが想定さ

れる。クラシックファンの拡大はすべてのオーケストラの課題で

あり、既にどのオーケストラも取り組んでいるが、定期演奏会を

開催している拠点ホールの新設は地域住民と音楽を通じた交流促

進をはかり、親密な関係を築く好機であると考えられる。 

とりわけ群響では依頼演奏会の収入が近年の演奏会収入の増収

に貢献している。依頼演奏会は、収入増となるとともに、群響の

文化的意義と存在価値を定期会員のみならず県民へ広くアピール

することにつながる。音楽を通じた地域への交流促進をすすめ、

さらに地域住民との信頼関係を築き、行政・財界・県民一体とな

った支援体制は、オーケストラ活動を後押しすることが想定され

る。 

ベートーベンの第九演奏会など市民団体からの依頼演奏会は、

地理的状況において、一定の距離感があり、群響は在京のオーケ

ストラと競合することなく、依頼を受けている。近隣の自治体に

も競合するオーケストラが不在であるため、地域住民と手を携え

て心が触れ合い、喜びを分かち合うことのできる演奏会を継続し

て開催・発展していくことができる。 

人口動態から考えると、群馬県の年齢５歳階級別人口の割合に

おいて最も多いのは 60～64 歳の 16 万 4074 人、県人口の 8.2％と

なっている。時間と家計に余裕のある高齢者層に限られるが、タ

ーゲットとしてファン層に取りこんでいくとともに、長期的な展

望として次にピークを迎える 35～39 歳が 15 万 672 人（7.5％）へ

のクラシック音楽の普及への対応が必要であろう。 

 

表 5 群響のクロス SWOT 分析 強み：機会 

 

 

強み：脅威 差別化戦略 

しかし、国・自治体からの助成が全収入の約 6 割にのぼる現状

は、公的な助成額が減少傾向にあるなかでは、改善させる必要が

あることは言うまでもない。まずは、自主財源の増強により、財

政基盤の安定化・効率化を進めていくことが求められよう。地域

貢献活動の強化により公的助成金の確保に引き続き努めるととも

に、オーケストラ側に経済的なリスクを伴わない依頼演奏会の機

会を増やすことにより、自主財源の増強に努めることが重要であ

外部環境分析

機会(Opportunity)

●O1 新拠点ホールの建設

●O2 北関東自動車道の全線開通（2011年）

●O3 高崎スマートインター完成（2012年）

●O4 北陸新幹線の開通（2014年）

●O5 文化庁による新たな支援制度創設の可能性

●O6 群馬県文化振興条例の制定（2011年）

●O7 公益法人への移行（2013年）（ブランド化、税制上の優遇措置）

   O8 劇場法の制定〔2012年）

   O9 地方創生に向けた取り組み(2014年）地域との連携

  O10 高齢化の進展（時間と家計に余裕のある高齢者人口の増加）

ṕ Ṗ

ṕStrengthṖ (S4 : O1) 

ẇS1 ṕ Ḳ2010 600 Ṗ(S5 : O7) 

ẇS2 (S6, 7, 8 : O9) 

ẇS3 (S7, 8 : O1, 7, 9) 

ẇS4 (S8ḲO1, 7. 9) 

    S5 (S8 : O1, 7) 

    S6 

    S7 

    S8 

    S9 ṕ Ṗ
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ろう。 

婚姻数の減少と出生率の低下による少子化などの脅威に対して

は、移動音楽教室・高校音楽教室の充実が必要である。他のオー

ケストラよる音楽鑑賞教室が全国的に平準化してきている現状に

おいて、群響は一人でも多く子供たちの心を打つ、充実した内容

を提供し、幼児移動音楽教室では、依頼する客層のニーズを把握

し、より地域に密着しながら群響の特色を生かした魅力のある演

奏会の企画運営をしていくことが求められる。 

表 6 群響のクロス SWOT 分析 強み：脅威 

 

弱み：機会 段階的施策 

演奏収入が少ない、地元企業の支援が少ない、財務体質が脆

弱などの地方オーケストラが抱える弱みは、対応策を講じない

まま時間が経過すると、財政的崩壊につながる可能性があり、

解決へ向けての迅速な対応が求められる。 

そのためには、自立的経営による財政基盤の強化が急務であ

る。資金が充分に調達されれば、優秀な楽員の確保が可能とな

り、それに伴い演奏力の維持・向上も見込まれる。また、営業

力強化のための専門人員を配置し、事務局の執行体制の強化に

努めるとともに、収入増のため、依頼演奏会を拡大することも

必要である。 

 

表 7 群響のクロス分析 弱み：機会 

 

 

弱み：脅威 専守防衛 

舞台芸術団体における所得不足については経営の不備より

も産業の特性に起因する必然的なものであることがこれまで

指摘されている。とりわけクラシック音楽演奏などの実演芸術

では生産性が上昇しない。オーケストラの運営において、人件

費の削減は難しいが、群響は 2010 年及び 2011 年度の 2 年にわ

たり、公益財団法人に移行するために経営改革を行い、損益計

算書上の改善が見られた。今後も楽員とエキストラのスケジュ

ール管理の徹底と退職金への対策が必要であろう。 

今後、ICT 技術の進展による音楽映像の配信はさらに拡充し

ていくと考えられる。資金面での制約を考慮しつつ、今までに

築き上げられた音楽的遺産であるアーカイブの活用、教育プロ

グラムの収録・放送、さらにインターネットでの映像・音声の

配信サービスの提供の検討など、新しい展開が必要となる。 

 

表 8  群響のクロス分析 弱み：脅威 

 

これまでの分析の結果から、群響が今後さらに発展していくた

めには、現在の支援層の維持に加えて、新しい観客を獲得するた

めのクラシックのファンの拡大及び自立的経営の確立のために財

政基盤を安定をせることを目的とし、その戦略として、近年の演

奏会収入と観客動員数の増加に大きく貢献している依頼演奏会の

拡大が指摘される。 

 

第 5章 地域団体の意向 ヒアリング調査 

調査の概要 

SWOT 分析において、演奏会収入の増加が見込める依頼演奏会

が重要であることが示された。依頼演奏会の進展の可能性につい

て検討するために、依頼演奏会の関係者及び主催者に対して、依

頼演奏会の詳細やその経緯、成果，課題などについてヒアリング

を行った。 

訪問先の選定にあたっては，依頼演奏会の様々なプログラムを

比較検討する目的から、公的機関である群馬県県庁、群響事務局、

企業として群馬銀行、上毛新聞、市民団体として、高崎市民音楽

外部環境分析

脅威(Threat)

●T1 国庫補助金の削減

●T2 少子化の進展（移動音楽教室の鑑賞者の減少傾向）

●T3 公益法人への移行（純資産300万円を2年連続で下回ると解散）

●T4 新型インフルエンザ、口蹄疫発生の可能性

●T5 文化に対する認識不足

●T6 音楽鑑賞教室の全国展開（子供のための優れた舞台芸術体験事業）

   T7  地方自治体助成金の削減

   T8  ICT技術のの進展（インターネット、スマートフォンなど）

内部部環境分析 ṕ Ṗ

強み（Strength） (S5, 6 : T1, 5, 7) 

●S1 全国に誇れる地域密着活動（移動音楽教室：2010年600万人達成）(S6 : T2) 

●S2 県民に愛されている楽団 (S6 : T5) 

●S3 群響は地域の財産・宝と認識されている (S6 : T5) 

●S4 定期演奏会の入場者数の増加 (S6 : T6) 

   S5 長い歴史と伝統を持つ地方オーケストラ (S8 : T1, 7) ẓ ẓ

   S6 長期にわたる鑑賞者を育成してきた文化活動

   S7 群響支援組織の存在

   S8 依頼演奏会収入の増加傾向

   S9 在京オーケストラとの距離感（近隣の自治体に競合オーケストラの不在）

外部環境分析

機会(Opportunity)

●O1 新拠点ホールの建設

●O2 北関東自動車道の全線開通（2011年）

●O3 高崎スマートインター完成（2012年）

●O4 北陸新幹線の開通（2014年）

●O5 文化庁による新たな支援制度創設の可能性

●O6 群馬県文化振興条例の制定（2011年）

●O7 公益法人への移行（2013年）（ブランド化、税制上の優遇措置）

   O8 劇場法の制定〔2012年）

   O9 地方創生に向けた取り組み(2014年）地域との連携

  O10 高齢化の進展（時間と家計に余裕のある高齢者人口の増加）

内部部環境分析 ṕ Ṗ

弱み(Weakness) (W1, 2, 3 : O1, 8 ) 

●W1  演奏収入が少ない (W1, 2, 3 : O1)

●W2  企業の支援が少ない (W1, 2,  : O1,) ,

●W3  財務体質が脆弱（純資産の減少） (W2, 6 : O1, 9) ṕ Ṗ

●W4  情報発信力が弱い (W4 : O1, 7) 

●W5  営業力・企画力の不足 (W7 , 8 : O1, 7) 

●W6  事務局体制が弱い (W12 : O7 ) 

●W7  新しい観客層の開拓が不十分

●W8  東毛エリアへの浸透不足（東毛地区の定期演奏会入場者数が少ない）

●W9  活動のマンネリ化傾向（移動音楽教室など）

●W10 群馬音楽センターの老朽化（他ホール比較）

   W11 群響支援組織の活動低下

   W12 楽員の高齢化（継続雇用制度による高齢化、演奏力の低下）

外部環境分析

脅威(Threat)

●T1 国庫補助金の削減

●T2 少子化の進展（移動音楽教室の鑑賞者の減少傾向）

●T3 公益法人への移行（純資産300万円を2年連続で下回ると解散）

●T4 新型インフルエンザ、口蹄疫発生の可能性

●T5 文化に対する認識不足

●T6 音楽鑑賞教室の全国展開（子供のための優れた舞台芸術体験事業）

   T7  地方自治体助成金の削減

   T8  ICT技術のの進展（インターネット、スマートフォンなど）

内部部環境分析 ṕ Ṗ

弱み(Weakness) (W1, 2 : T1, 7) ẓ ẓ

●W1  演奏収入が少ない (W2 : T5) 

●W2  企業の支援が少ない (W3: T3) 

●W3  財務体質が脆弱（純資産の減少） (W4: T8) 

●W4  情報発信力が弱い (W7, 8 : T5) 

●W5  営業力・企画力の不足 (W9 : T2, 6) 

●W6  事務局体制が弱い (W11 : T5) 

●W7  新しい観客層の開拓が不十分

●W8  東毛エリアへの浸透不足（東毛地区の定期演奏会入場者数が少ない）

●W9  活動のマンネリ化傾向（移動音楽教室など）

●W10 群馬音楽センターの老朽化（他ホール比較）

   W11 群響支援組織の活動低下

   W12 楽員の高齢化（継続雇用制度による高齢化、演奏力の低下）
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連盟、NPO 高崎第九合唱団を対象として行った。（表 9） 

質問はあらかじめ準備したが、対象者の感じていることや考え

ていること、ものの見方・感じ方・考え方を理解することが重要

と考え、自由に意見・感想を述べてもらうインタビュー形式で聴

取した。 

表 9 ヒアリング調査対象 

 

ヒアリング結果 

いずれの主催者、関係者の依頼公演においても、特にサービス

を利用する側からの視点により、細やかな工夫を重ねて充実した

企画を群響に依頼しており、それぞれ多様なプログラムが展開さ

れていた。群響に対する印象と期待に関する共通の見解としては、

次のようなことを挙げることができる。長い歴史と伝統を持つ地

方オーケストラとして文化的資産と考え威信的価値を感じている。

長期にわたる鑑賞者を育成してきた文化活動を評価し、将来への

文化的活動に期待するところは大きい。依頼演奏会の最大の動機

は地域貢献であり、さらに一層のクラシックファンの拡大、音楽

を通しての芸術文化の普及の達成もねらいの一部である。寄付は

考えていないが、演奏会を依頼していくことで群響に対しての支

援を継続していきたい。それぞれの立場から新しい提案、企画を

提示していきたい 

群響と県民が触れ合う機会を増やし、喜びを分かち合い、心の触

れ合う演奏会が県内にクラシックファンが一層拡大していくこと

を願っている。 

表 10  ヒアリング結果一覧 

 

第 6章 今後の地方オーケストラ運営の方向性と課題 

依頼演奏会の基本的なメリットと可能性 

本稿では、SWOT 分析とヒアリング調査という２つを軸として、

地方オーケストラの群響の運営状況、方向性を検討してきた。地

方公共団体の財政状況が一段と厳しさを増すなかで、オーケスト

ラの経営や運営に改革が求められているのは、群響においても同

じである。 

群響は、地方自治体の補助金の収入に占める割合も 45％と大き

く、このような環境下、地域貢献においてもトップレベルのオー

ケストラを目指し、より活動を拡大することによって補助金収入

を維持、確保する一方で、自主的に事業を行う法人として、補助

金以外での収入を増加させ、自立的経営の確立と財政基盤の安定

を達成することが喫緊の課題となる。 

表 11 において、一般からの依頼公演の入場・鑑賞者数及び収入

金額は大きな割合を占めており、自立的経営の確立、財政基盤の

安定に大きく貢献している。アンサンブル事業や 2012 年に開始さ

れた幼児移動音楽教室も今後の企画、運営の充実と展開により、

拡大していく可能性を秘めている。学校の生徒のみならず一般の

住民も「群響」の音楽を聞く機会を有することにより、より身近

に「群響」を感じる機会をより多く提供することが期待される。 

表 11 2012 年度 群馬交響楽団 演奏会実績 

 

〔群馬交響楽団 「平成 25 年度公益財団法人群馬交響楽団事業報告」に基づき作成〕 

依頼演奏会のメリットは、オーケストラ側にとって経営上赤字

になることなく、収入増となり、経済的なリスクが少ない。依頼

演奏会を通して群響の文化的意義と存在価値を定期会員のみなら

ず県民全体に広くアピールすることにつながり、オーケストラ活

動を後押しすることも想定される。 

ヒアリングの結果、群響の文化的活動に期待するところは大き

いが、群響への支援は寄付ではなく、依頼公演による支援が現実

的である可能性が高いことが明らかになった。 

依頼公演の主催者への意識調査ではあるが、そもそも群響に公

演依頼を行う主催者は群響に大きな価値を見出している人々であ

 

NPO

2014 8 Ṩ11

11

· ṕ Ṗ

· ṕ Ṗ

· ṕNPO 9Ṗ

· ṕ Ṗ

· ṕ  NPO 9 Ṗ

· ṕ Ṗ

· ṕ Ṗ

· ṕ  NPO 9 Ṗ

· ṕ Ṗ

· ṕ  NPO 9 Ṗ

· ṕ Ṗ

· ṕ Ṗ

· ṕ Ṗ

· ṕ NPO 9 Ṗ

· ṕ  NPO 9 Ṗ

· ṕNPO 9Ṗ

· ṕ Ṗ

· ṕ Ṗ

· ṕ Ṗ

· ṕ  NPO 9 Ṗ

· ṕ  NPO 9 Ṗ

· ṕ Ṗ

9 9 12,241 26,314,100

1 1 821 746,000
2 2 981 1,793,000
4 4 3,327 9,093,500
2 2 1,977 3,272,500
7 7 4,433 32,550,000
2 2 1,680 7,073,000
2 2 1,605 1,001,500
1 1 979 6,344,000
1 1 483 186,000

23 23 32,138 92,266,411
18 18 7,335 90,393,074
45 78 45,065 18,108,900
20 24 14,684 14,684,000
17 40
9 991 4,200,000

15 17 2,834 117,000
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ると考えられる。こういったコアな支援者たちが寄付ではなく、

公演依頼という形式を選択するということは、示唆に富む結果と

思われる。 

また、依頼演奏会の動機・目的は、地域貢献であり、地域社会

と一層のつながりが求められていることにも留意したい。さらに、

企業や団体が依頼公演を通して参画することにより、オーケスト

ラだけでは考えにくい新しいアイデアが盛り込まれる可能性があ

り、より観客や当該地域のニーズにマッチした企画や運営方法が

生まれる可能性も高いものと考えられる。加えて、企業、支援組

織との連携強化につながり、協賛事業の拡大が期待できる。 

群響は今後、音楽を通した地域住民との交流の促進及び行政・

財界・県民一体となった支援体制の構築に取組み、より一層充実

させていくことが必要である。 

 

依頼公演促進のためのいくつかの課題 

依頼演奏会の促進のためには、定期公演などの自主公演とのバ

ランスに考慮する必要がある。定期公演は自らの芸術性を追求し、

定期会員などの根強い聴衆に示すものであり、音楽監督、楽員に

とっても、芸術性とモチベーションの高いプログラムを提供する

ことのできる重要な演奏会である。 

一方、依頼演奏会は、企業や団体の視点からのアイデアを取り

込みながら依頼主の要望に沿って企画運営されるが、そうした中

で、自らの芸術性をいかに担保できるかということが課題である。 

ヨーロッパにおけるオーケストラは、貴族社会から近代的な市

民社会へと移行するなかで、常に観客主導によってオーケストラ

の演奏会が展開されてきた。このように音楽は市民のものとなる

と同時に、大衆化や娯楽性を追求する市場原理の流れと共生する

ものとなった。しかし、文化的な活動や創造は、経済的な利益を

最優先させた時は、迎合的なものとなり、かえって命を失いかね

ない危険性を内包する。芸術性を担保しながらバランスを取る工

夫が必要となる。 

群響の定期公演の入場者数と演奏収入は、維持されているが、

依頼演奏会と比較すると公演回数の違いはあるものの、一般から

の依頼公演は定期演奏会の約 3 倍程度の観客動員数と収入がある。

(表 11) この点について、楽員のマインドセットの変革も課題とな

る。自らが芸術性を追求し、毎年度開催される東京公演を含む定

期演奏会を開催するためには、自主財源による自立的経営の確立

が必要であり、そのためには財政基盤の安定をもたらす依頼演奏

会の演奏収入が必要であることを十分に自覚することが重要であ

る。 

また、公演マネジメントに関しても、ヒアリング調査を通し、

依頼演奏会の毎年度の開催は資金的に難しく（表 10）、現実的に

厳しい状況がある場合も明らかになった。その場合、長期的視野

に立ち、複数年契約をするマネジメントが必要と考えられる。既

に群響の稼働率は高く、楽員は多種の楽器奏者から構成されてい

ることから、各々の稼働率が異なるなどの環境が想定される。収

益性を考慮しつつ、柔軟で効率的な楽員の配置によって不公平感

が高まらないよう、マネジメントを検討する必要がある。 

2012 年に施行された、「劇場、音楽堂の活性化に関する法律」

及び翌年に告示された指針では、質の高い事業の実施、とりわけ

普及啓発の実施として、児童生徒等に対する質の高い実演芸術に

触れる機会の提供が掲げられている。劇場との連携、協力を積極

的に進め､効果的な連携･協力関係を構築するよう努めることが社

会的に要請されている 

群響は、発足当時の 1947 年より、地域に密着して活動を開始し

た移動音楽教室は、長年にわたり培った経験をもとに、マンネリ

に陥ることなく、楽員のモチベーションの向上とともに運営して

いくことが改めて問われてくる。 

また、同法において、国 、地方公共団体の取組みに関しても、

実演芸術団体等は、劇場、音楽堂等の設置者等が事業を実施する

に当たり、積極的に協力すると明記され、今後、実演芸術団体で

あるオーケストラも、国文化庁、県や市の行政、そして各地の劇

場と一層の連携を取っていくことが必要となるであろう。 

 

おわりに 

群響は音楽を通して、地域との交流促進をすすめ、市民との関

わりを維持しながら市民意識の形成に粘り強く取り組み、理念の

明確化や社会的な浸透を通して市民との関わりを発展させた先駆

的な歴史的事例がある。ヒアリング結果においても、地域貢献に

対する期待は大きい。今後は、これまでに築いた地域住民との信

頼関係を高め、より一層存在意義を明確にしていかなければなら

ない。 

この群響が抱える状況は固有の問題ではなく、地方オーケスト

ラにおいて一般的にみられる現象である。今回の分析結果をもと

に、今後の群響運営と地域貢献に必要な方向性を考えることで、

群響の活性化策のみならず、我が国の地方オーケストラ全体に広
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く有効な方向を導き出せるのではないかと考えられる。今後の研

究課題としたい。 
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